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(1)問 題意識、近代以降150年 の回顧、三つの時代区分、 日本研究の

原点

① 近代以降150年 の回顧

世界史か ら経験、教訓を学びとり、生かすことは、 どの国家 どの

民族にとっても重要なことだ と思 う。 とくに歴史的な転換点や時代

の節 目節 目は、そ うした総括な り展望が求め られる。そしてこうし

た分岐点での対応は民族や国家、あるいは個人や集団によって、個

性差、アイデンテイテイ差、年輪差、風土差がある。総 じていえば、

私たち朝鮮人 ・韓国人は世界の経験:からもっと学ぶべきではなかろ

うか。

筆者の報告 は近代以降の日本 と比較 しなが ら、また第2次 大戦後

は中国とも比較 しなが ら、世界の国家の興亡 と盛衰のなかに自国史、

自民族史をおいて、冷静に客観的に比較、検討する。そ して政治的、

経済的、文化的背景の考察を試みる。広い視野で振 り返り、長期的

な展望をもちたいためである。

換言すれば近代史以降、150年 間にわたって朝鮮民族を(そ の構成

員である自分を含めて)大 きく振 り回してきたこの時代の民族史を、

如何に整理、評価、総括するのか。20世 紀 と21世紀の節 目にあって、

自分な りの主体的な歴史的現実認識(自 民族史および相互依存関係

にある世界史の、大 きな潮流の認識 と世界史観)を どう構築するの

か。 どうすれば広い視野で長期的な展望をもてるのかである。
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② 三つの時代区分

つぎにそのための方法論 として朝鮮近現代史を回顧 し、三つの国

際化時代 ・開国時代の区分を行っている。すなわち朝鮮半島第1の

国際化時代 として19世 紀中葉か ら第2次 大戦の終結 まで、第2の 国

際化時代 として第2次 大戦後の国土分断、朝鮮戦争、停戦後の対決

時代まで、第3の 国際化時代 として南北 トップ会談以降、21世 紀時

代の区分を行って、問題意識をより鮮明にしている。

これによって各時代別の総体的な状況のなかで、国内外の歴史的

教訓な り問題点などをより明瞭に認識 し、理解することがで きる。

自らの状況判断力を高め、行動を律することができる。

③ 個と総体

第3に 個性や経歴の違う人間一人一人の認識 と総体(民 族史、世

界史)と の係 わりあいである。一般 に優れた歴史書は人物が登場 し

具体的になればなるほど生き生 きとし、説得力をもって私たちに迫

って くる。 また人の感性に響かない抽象的な論理だけでは、いかに

歴史の検証 をへた客観的な真理であっても、十分消化 されないこと

が多い。他方では客観的な論理的認識に高め られていない感性的な

認識では、出口を探せず、感情の枠や既存の しが らみか ら抜け出す

ことができない。

こうして感性 と論理の統一が求められ、人は悩み解答を求めてさ

まようが、そこでは個性や問題に相応しい経験蓄積の歳月や異文化

との接触、交流が必要である。 この場合、海洋民族 と大陸民族 とで

は育った自然的 ・歴史的環境 と経験の差、文化の差があ り、反応や

行動の差があると思 う。

このことを含めてそれ らが統一的に把握、理解 された時、人々は

歴史の主体 となって創造の場に登場 し、機が熟 し歴史は動 きだす。

④ この小論はこれまでの筆者の経験、研究の続編 として過去の総

括と未来の展望を社会科学的視点か ら、近現代史の日本などと比較

しなが ら自民族史を発展途上国史として観察 し、私なりに問題意識

を整理 した ものである(%
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(2)こ のテーマには多 くの問題が含 まれるが報告は二つの問題にし

ぼっている。

① 第1の 問題は近現代史を整理 し評価する方法論 として、三つの

時代区分を行い、それぞれの時代に相応 した問題点を提起 し、解答

を求めて予備的考察を試みた。い くつか例をあげてみよう。

近代に入って多 くの国々は植民地になったのに、なぜ 日本だけが

アジアで近代的独立国家になったのか。朝鮮の場合、植民地になっ

たことが何故、第2次 大戦後にも影響を及ぼ したのか。

大戦後、多 くの国々は独立を達成した後も政治的混乱が続いたが、

何故日本は短期間に廃墟から平和 国家、民主主義国家 として再建で

きたのか、植民地なしに経済は高成長 を続けたのか。今 日のように

先進国グループの先頭にたつ事ができたのか。

日本を先頭 にし、なぜ中国を含めた後発諸国は、雁行的発展を遂

げる事ができたのか。

以上のような歴史の分岐点 となった諸問題は南北朝鮮が建国後50

年を振 り返 り、 もっと世界や他国の歴史か ら学び吸収すべ き問題で

あると思う。

三つの時代別に問題意識の事例をあげたが、これはコリアにおけ

る日本研究の原点であると報告者は考えている。

② 第2の 問題は報告者のいう第3の 国際化時代、すなわち東西冷

戦後の共存と世界経済大競争および各国それぞれの大変革が進行 し

ているなかで、朝鮮民族はいかに自己を変革 し、鍛えるのか という

問題である。 とくに朝鮮民主主義人民共和国は市場経済の大浪に呑

み込まれないで生 きて行くために、どうすればよいのかを問うている。

その解答 としてまず朝鮮半島南北の経済の現状 と国家競争力の現

状を考察する。これは添付 した統計資料 とその解説で行うが、自分

の子供の成績表や家族の診断書 と同 じく、しっか り理解 して、研究

しなければならないと思っている。

この問題の理解 と認識が確立 して、はじめて平和共存 と世界大競

争時代のなかで、抑圧 されてきた民族にとってたくましく力強い国
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家競争力構築のために、なにが今必要なのかが見えてくる。

つぎに視点 と姿勢をととのえた上で、先行諸国の経験、技術や経

営、経済、あるいはそれを産み出した歴史や文化をどう研究、吸収

するのかである。この問題では世界の歴史と先行する諸国の経験か

ら学ばねばならない。 とくに身近で文化の共通性 をもつ北東アジア

の経験が重要である。

たとえば上からの指導でアジア最初の近代国家をつ くりあげ、ま

た大戦後は短期間に復興を成し遂げ、最先進国 となった日本の130

年間の経験である。 さらに欧米が150年 前 「停滞のアジア」 と名付

けた中国大陸で、近代的国家の形成を求めて苦難の日々を闘ってき

た老革命家たちが最後の力をふ りしぼって、この国のイメージを20

年間で一変させて世界を驚愕 させた経験である。いまや中国は日本

とともに 「アジアの世紀 ・21世紀」を開拓 しつつあるといえようが、

これは世界史への貴重な寄与ともなる可能性 をもつ。

今 日、朝鮮は21世 紀の北東アジア地域の将来像 とともに、 日本や

中国さらに世界 といかに向かい合うかが問われているのだ。

2000年6月 、朝鮮半島南北の トップ会談は21世 紀のこの国のかた

ちを創るうえで一定の合意を見た。冷戦後時代の共存 と交流、相互

支援 と競争という歴史的環境のなかで、朝鮮半島の国造 りは武力統
一のベ トナム型(1975年)で もなく

、吸収統合の ドイツ型(1989年)

で もない、新 しい時代の新 しい国のかたちを創ることが求め られて

いる。これ らは第3の 国際化時代、東西冷戦後時代の北東アジア地

域の発展、世界の展望 と切 り離 しては考えられない。

結局、世界が注 目しているなかで当事者である朝鮮民族7500万 人

の結集と献身的努力、創造的英知が問われているのである。

第1章 現実認識、方法論の確立

(1)朝 鮮半島第1の 国際化(開 国)時 代(19世 紀 中葉か ら第2次 大

戦の終結まで)
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近代以降、アジア諸国はほとん ど先行欧米諸国の侵略をうけて植

民地、半植民地 となった。何故、 日本だけが近代 国家の形成に成功

したのか。アジアの他の国々と同様、朝鮮はなぜ近代国家の形成に

挫折 したのか。この解明のためには当時の国際的状況 とそれへの対

応および国内状況について、 日本列島と朝鮮半島とを比較、検討 し、

教訓と展望を得ることが必要だ。

① 朝鮮王朝体制と徳川幕藩体制の対外関係の比較

この時期、朝鮮王朝政府 と徳川幕府はともに 「鎖国政策」をとっ

ている。 しかし徳川幕藩体制の鎖国政策の方が朝鮮王朝のそれより

自由度の空間が広か った。 また武家社会の若者たちは儒教社会のヤ

ンバ ン(両 班)官 僚 より現実世界 をリアルに判断し、大胆に行動 し

たのである。 こうしたことが検証で きる幾つかの注 目すべ き状況を

見てみよう。

まず第1に 朝鮮王朝は建国(1392年)以 来、「抑仏崇儒と事大交隣i」

政策を伝統的な柱に してきた。王朝はこれまで500年 間、中国(明 帝

国、清帝国)と 徳川幕府以外は門戸 を開かず、鎖国政策を続けてき

た。つ ぎに朝鮮王朝 と清朝 との関係 は伝統的な 「華夷秩序」の枠内

にあった。華夷秩序 は三つの柱から成 り立っている。第1の 柱は当

時の中国人の世界観 である華夷思想(イ デオロギー)に よる秩序の

確立である。第2の 柱は華 と夷の礼的関係であ り、皇帝 と周辺諸国

王の朝貢と回賜の関係である。第3の 柱 は中国との政治的関係で朝

鮮 は4段 階の うち最 も親密 な 「冊封関係」であった。徳川幕府 と清

朝との関係 は民間の交易関係であった。また朝鮮王朝は清国以外の

唯一の関係 として徳川幕府 と交隣関係 をもっていた(倭 館の設置、

朝鮮通信使の交流)1'L)。

朝鮮王朝は500年 間中国と日本以外の西欧諸国と直接の国家関係を

持 とうとしていない。1653年 に済州島に漂着 したオランダ商船スパ

ルウエル号の乗員へ の朝鮮王朝の対応は徳川幕府の対応 と比べて大

きな差があった。王朝政府 は彼 らか ら新知識 ・新技術 を習得 しよう

とせず、厄介者扱いをして遠隔地に隔離 している。徳川家康は1600
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年4月 、豊後 に漂 着 したオ ランダ船 リーフデ号 の乗 員ヤ ン ・ヨース

テ ンとウ ィリア ム ・ア ダム ズ を外 交 ・貿 易顧 問 と して登 用 してい

る。豊臣政権 と徳 川政権初 期の約30年 間に東南 アジアな ど海外 に渡

航 した 日本 人数は約10万 人 に達 した と推 定 されて いる。 その後 、徳

川幕 府 は 「鎖 国政策」 を とった とはいえ、 長崎 ・出島の オラ ンダ商

館 を通 じて西 欧の情 報 を得 てい た。 また長 崎郊 外 の唐 人屋敷(3万

㎡)は 出島よ りはるかに広 く、清船 の貿易額枠 は6000貫 目(1685年)

でオ ランダ船 枠の2倍 に達 していた。

1720年 、幕 府 は 「洋書 購読 の禁」 を解 き、多 くの蘭学 者が西 欧の

新 知識、新技術 を取 り入 れてい る。18世 紀 まで に蘭 学者 と呼 ばれる

人 は100人 を超 え、1853年 ペ リー浦 賀来航時 には その数 は数倍 に達

した と言 われる。 これ はその後 の西洋 文化 吸収 の土 台 とな った。徳

川幕府が締結 した 「日米修 好通商条約」 の副本 はオ ランダ語で作 成

されていだ3)。

さ らに幕府 は欧米 に使 節 団や留学生 を派 遣 して新 しい情報 を収集

した。 その数 は1860年1月 か ら67年6月 まで に7回 、合計209名 の

使節団 を派遣 してい る。 その 国別 内訳 は米国2回 、 西欧3回 、 フ ラ

ンス1回 、 ロシ ア1回 であ る。派遣留学生 は1862年 か ら67年 まで幕

府57名 、諸藩68名 、私 費5名 、合計130名 で、留 学 先の 内訳 はイギ

リス51名 、 アメ リカ30名 、 オラ ンダ22名 、 フランス20名 、 ロシア6

名、 ドイッ1名 であ る。

この よ うに徳川幕藩体 制 は大 陸国家朝鮮 王朝体制 が伝統 として き

た 「絶対視 した中国観」 の枠か ら距離 をおい てい た し、海洋 国家 と

して清 国だけで な くオ ランダを通 じて西欧の情報 を収集 し、外 的世

界 を複眼 で観 察 し相対 的 に見 ていた。 こう した状 況下で近代 的装備

で武装 された欧米の黒船 が波涛 の ように押 し寄せ て きた19世 紀 の徳

川幕府 は近代 世界 に対 す る情報量 を急 速 に拡大 し、元 々ゆるやかだ

った儒教 的夷狄観 は急 速 に現実 に接 近 した。近代 欧米社会 に対 す る

評価 は正確 で、危機意 識 と ともに近代 的統一 国家へ の模索 が始 まっ

てい た。幕末 に来 日した外 国 人(1861年127名)の 見 聞記 は江 戸時
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代の文化の高さを一様に認めている。

徳川幕府の鎖国政策が朝鮮王朝 のそれ より元来その空間が広 く、

幕末期にはこうした大局的判断力が形成 されていた事は決定的に重

要である。例えば長州藩と薩摩藩は維新直前、西欧 と砲火を交えた

がす ぐに中止 した し、彼 らは討幕 に成功すると直ちに新政府を発足

させて、国内の大改革を大胆に行 っている(新 政府の発足、中央集

権体制の強化、身分制度の改革、地祖改正、近代産業の育成、文明

開化)。維新変革の最中の明治4年(1871年ll月)、 新政府中枢部は

大挙 して1年10か 月にわたって、大国、小 国をとわず12か 国の米欧

諸国の制度文物を視察 して、その後の国のかたちを決める戦略的構

想 をたてている(岩 倉視察団の内訳は岩倉具視、木戸孝允、大久保

利通、伊藤博文 らと外国の事情に明るい書記官たち58人 、平均年齢

32歳 、この外49人 の留学生、計107人)。 視察団の精細で鋭い報告書

『特命全権大使米欧回覧実記』(2110ペ ージ)は1878年 に出版された(9)。

だが朝鮮王朝政府は国使が清国訪問か ら帰国 して、清朝が英仏軍

に敗北 したため天津条約(1858年)と 北京条約(1860年)を 結び、

屈辱的 なアヘ ン貿易 とキ リス ト教布教 を承認 した と報告 して も

(1861年5月)、 その対応は世界史の潮流を無視 し、国内的には王権の

強化、対外的には 「衛正斥邪」の理念 と鎖国政策を強める状況であ

った(当 時1865年 に編纂 された朝鮮王朝の法典 『大典会通』は外国

使節 と接触する者を斬刑または流刑に処すると規定 している)。 こう

した朝鮮王朝の対応では世界の近代化の潮流に戦略的に対応できず、

危機 は進行したのである(S)。

② 国内の政治 ・経済体制 と文化の多様性での日本と朝鮮の差

徳川幕藩体制 も朝鮮王朝両班体制 も近代以前の社会であったが、

経済的には当時か ら日本の方が豊かであったと考えられるし、政治

体制 と文化の多様性では大きな差があった事が認められる。幕藩体

制下の総人ロは1600年 当時の1200万 人規模から、1872年(明 治5年)

には3311万 人に増加 した。耕地面積は1600年 の206.5万 町歩から1872

年の323.4万 町歩に増加 した。18世 紀前半の江戸の人口は町方人口約
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50万 人、武家、寺社人口約50万 人、計100万 人規模 であった。当時

世界で100万 人規模の都市はロンドン、北京、江戸の3都 市である。

当時の徳川幕藩体制は260年 間、戦国時代 とは異 なり平和を維持

した時代であ り、約260の 大名によって武家社会である藩;の自治制

が行われた。戦争による領地の拡大ができなかった各藩は勧農政策

によって田畑の増加 と石高(米 の生産高)の 増加 をはかっている

(田畑面積は江戸時代の初め約164万 町歩か ら18世 紀初め297万 町歩

へ激増)。 また産業の発達 と参勤交代(大 名 は妻子 を江戸に居住 さ

せ、国元 と江戸を1年 交代で往復する)制 度によって商業が発達 し

(金座 ・銀座で全国に通用する金貨、銀貨を鋳造)、 道路(5街 道)、

海運なども発達 した。

朝鮮では王朝末期の総人口は1302万 人(1906年)、 漢城(ソ ウル)

人口は21万 人(1899年)で あった。王朝時代、水 田の2毛 作が普及

し水利面積が増大 した。 また全国の市場の数は1064(1770年 編 『東

国文献備考』)、郡の数は339(1777年)で 、計算上1郡 当 りの平均

市場数は約3と なる。朝鮮王朝後期には官庁都市が商業都市化して

いき、農村地域では市場数が しだいに増加 した。日本の商業より見

劣 りするが朝鮮王朝時代、経済が徐 々に発展 したことが窺える。

朝鮮王朝は成立当初から基本政策として農本主義政策 と商業抑止

政策、鎖国主義政策を実施 した。民間人が外国と貿易できる道は高

麗時代に比べて大きく閉ざされた。支配階級が必要 とする物品は定

期的に往来する外交使節団の通訳官、随行員などによって行われた。

しかし市場での民間貿易が しだいに回復、増加 した。

徳川時代 と朝鮮時代 を比べて経済的格差が明瞭にみえるのは、首

都の人口集中度の差である。江戸には総人口の30%以 上が、漢城に

は総人口の16%が 集中 している。経済的格差が窺える、 もう一つの

現象は通貨の差である。高麗時代に一部流通 していた貴金属貨幣は

朝鮮時代に断たれ、実物貨幣(米 と麻布、綿布)と 銅銭が流通 した。

1678年 に鋳造された常平通宝によって金属貨幣が全国的に普及、定

着 した。貿易を含めて一部では銀が実物貨幣として流通 した。日本
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では金貨(大 判、小判)、銀貨の流通が一般化 しており、物資の流通

と商業では日本が発達 していたUi)。

つ ぎに双方の文化の差を見てみよう。

対外政策の考察でみたように双方の文化の異質性は明らかであっ

た。若干付け加えれば海洋国家である日本の徳川時代の文化は在来

文化である神道のほか、渡来文化である仏教文化 と儒教文化が一人

の人間、一つの社会で共存 している。あるいはそ うした共存が違和

感のない、多元的な文化 として育まれている。 こうした伝統をもつ

幕藩体制下の武家社会の文化 は朝鮮王朝の儒教単色の両班社会の文

化 より現実的な判断力、展開力があったのである。 日本の儒教は武

家の教養であって、朝鮮のように科挙制度の縛 りはなかった。

大陸国家、朝鮮王朝は建国当初 より仏教を排斥 し儒教を国教 とし

た単色の、異文化の受容を拒否 した世界である。儒教の古典に通暁

した者のみが国王の科挙試験で選抜 される文官優位の官僚社会であ

った。

以上のような朝鮮王朝体制と徳川幕藩体制 との対外観の差、対内

的には単色の文化 と異文化 を吸収する多元的文化の差は開国認識差

と時間差 となり、開港後の改革の差、近代産業成長の差 とな り、つ

いに朝鮮王朝は近代化の大浪に呑み込まれたのだといえよう。

開国以降の略年表 ・日朝比較

徳川幕府(開 国15年 で明治維新に成功)

1854年 日本開国(日 米和親条約)

1868年 明治維新(戊 辰戦争、新政府の発足、中央集権体制

の強化、身分制度の改革、地租改正、近代産業の育

成、文明開化、立憲政治への動 き)

1871年 廃藩;置県、岩倉使節団米欧派遣

1972年 富岡製糸場開業、国立銀行条例公布

1873年 徴兵令公布、地祖改正

1877年 西南戦争、第1回 内国勧業博:覧会
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1889年 大 日本帝 国憲法発 布

1890年 第1回 総 選挙 ・第1回 帝国議 会

1894年 日清戦 争

朝鮮王朝(開 国35年 で亡国)

1876年 開国(朝 日修好条規)

1884年 金 玉均 ら改革派の 甲申政変挫 折

1894年 東学 党指導の農民決起、 甲午改革、清 日戦 争

1895年 日本、閔王妃暗殺

1904年 露 日戦争

1906年 日本、伊藤博文 を韓 国統監 に任命

1910年 日本、韓 国併合

③ この時期 を総括 し整理 してみよう。日本の明治維新が成功 した

背景には、第1に 日本の変革には外圧はあったが外 国の本格的な軍

事的干渉がなかった。朝鮮には清、 日、露の軍事的干渉があった。

すなわち日清戦争、 日露戦争は朝鮮 をめ ぐる侵略戦争であった。第

2に 日本の武家社会700年 の後半、幕藩体制の対外認識と明治維新

における反幕府雄藩の下層青年武士たちの状況判断力の確かさと変

革の大胆さ、その迅速 さが、建国以来500年 間、儒教の伝統的対外

認識に固執 した朝鮮王朝 と科挙試験で選抜 された両班官僚の行動 を

上回っていた。朝鮮王朝権力者たちの近代化に対する判断力 と近代

的安全保障体制は非力であった。

東学党指導の農民決起と反 日義兵闘争、反 日啓蒙運動にみ られる

民衆の覚醒 と巨大な民族的エネルギーの高揚 は、結局、時期 を失って

近代化された日本に呑みこまれたのである。他方、 日本 と朝鮮 との

差の背景には若干触れたが海洋国家と大陸国家 との差があることを

痛感する。

④ 独立後半世紀たった今 日、開国(1876年)期 に近代国家の形成

が挫折 した過程、当時のナショナ リズム(近 代化運動、反 日闘争)

の高揚 については実証的研究が蓄積 されてきた。今 はこれを土台に
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して近代的国家形成挫折の経験を総体的に把握 し、その教訓を今後、

内政、外交でどのように生かすかが課題になってきたと考える。

金大中大統領 と小淵総理大臣は韓日首脳会談(1998年10月)で21

世紀の韓 日パー トナーシップを宣言 した。今 日は双方が歴史認識の

差を克服 し、共通の21世 紀の北東アジア構築をめざす時代である。

韓国にとっては経済的に日本にキャッチアップする時代である。 こ

うした時代に相応 しい競争力があるたくましい文化を育てる事が歴

史が残 した教訓であ り課題であると考える。

(2)朝 鮮半島第2の 国際化(開 国)時 代(第2次 大戦後から南北 ト

ップ会談 まで)

第2の 国際化時代の最大の問題意識は、第2次 大戦後の大局的世

界観の構築である。 この時代の世界史の本流 は何なのか。 この時代

の大局的な時代の変化 を見誤っては民族 も国家 も致命的な打撃をう

ける。この教訓は第1の 国際化時代、開国時代の朝鮮の歴史的事実

の考察でえたはずである。致命的な挫折を繰 り返すべ きではないだ

ろう。身近に経験 している第2次 大戦後時代の最大の経験 と教訓と

は何なのか。それを如何にして見い出し、消化、吸収すべきか。

① この時代の第1の 問題点は政治的な問題であ り、植民地時代の

独立運動をどう評価するのかである。その長点 と弱点をどう理解し、

評価するのか。

朝鮮半島では独立後、反日独立運動の歴史は掘 り起 こされ、苦難

の 日々の闘いは今 日評価 されている。だが独立運動には様々な勢力

が参加 したが、なぜ挙族的な左右合作の試みは成功せず、大戦後に

は国土分断を招いたのか。その民族的な反省はなんなのか。

中国では抗 日勢力は左右合作 して抗 日民族統一戦線を形成 した

(1937年 、第2次 国共合作成立)。 中国は孫文以来の闘争とこの連合

勢力で 日中戦争を闘い、大戦後は連合国の一員として登場 したので

ある。その後内戦 となったが、農民に依拠 した中国共産党が国民党

を打破 って、1949年 に新中国を建国し、中国国民は阿片戦争以来の
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夢を実現 した。朝鮮の独立運動では左右合作の動 きは大戦直後にい

たるまであった。 しか しそれは独立運動の力強い本流 となって、抗

日戦争で成功 したとはいえない。民族内部では党派争いが激 しく、

国際的には連合国の一員 として認定されなかった。 さらに日本敗戦

直前、米国は38度 線による朝鮮の分割占領を単独で決め、ソ連はそ

れを追認 したのである(ﾎ)。

その後、世界的規模での米 ソの対立激化は朝鮮半島では南北の対

立 とな り、朝鮮戦争で分断は固定化された。独立後の朝鮮半島は米

ソによる東西冷戦の大浪に巻き込 まれたのである。何故米 ソは、ま

た南北は戦争を阻止できなかったのか。

振 り返って見ると、北東アジアの要衝、朝鮮半 島は近代以前の

「華夷秩序」か ら帝国主義時代の植民地秩序、 さらに大戦後 は米 ソ

両大国の対立激化に巻 き込 まれて、苦難の150年 を歩んで きた。独

立後 も今 日まで半世紀 間に国力は極度に消耗 し、民衆 は疲弊 した。

他方ではこの間に南北 間の政治的経済的力量関係は逆転 し、そのギ

ャップは拡大 した。南北 トップ会談の意義はまさにこうした苦難の

150年 の歴史に終止符 を打 とうとする歴史的意義をもつものである。

② 第2の 問題点は大戦後の新生独立諸国の経済的国造 りをどう評

価するのか。東アジアで起こったNICS台 頭の意味は何かである。

大戦後、世界では植 民地独立運動が全世界に燃え広がった。その

結果ほ とん どの植民地 は独立 を達成 した。現在世界の独立国数 は

190に 達 し、そのうち第2次 大戦後の新生独立国は120を 数える。そ

の後、新生独立国の国造 りの焦点はしだいに経済問題に移った。こ

うした状況のなかで台頭 したアジアNICSを どう評価するのか。

かつて植民地であった多 くの国々のうち、韓国、台湾、香港、シ

ンガポールは経済的に急速な成長を続け、発展途上国か ら中進国へ

の壁を突破 して大 きく台頭 してきた。当時、この現象を新植民地主

義 としてイデオロギー的に切 り捨てる議論があった。勿論、東西冷

戦下でアメリカと日本 の投資とさらに米、 日の市場開放の支援があ

ってこそ、これら諸国は台頭 したのであ り、成功 した。 しか しそれ
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を成 し遂げたのは独立国であるその国の指導者たちと勤勉 な国民の

力であった。そ してこれはまた一国だけでは生 きていけない共存時

代の競争制度の優位 と開発路線の成功であった。

OECDの レポー ト(1979年)は これらの諸国、地域 をNICSと 名付

けて評価 した。 これは間接的だがすでにその停滞が大 きな問題にな

っていたソ連型社会主義経済体制への批判 と警鐘であ り、中国路線

の是認、評価であった。その後 も結局ソ連型経済路線の行詰 まりは

解決されず、NICSの 政策は相互依存時代の世界の大勢となって定着

した。

朝鮮半島での南北 トップ会談は21世 紀の大門を開いたが、 これは

大戦後50年 間の新生独立諸国の自主 ・自立の汗 まみれの闘争、国造

りの経験 を総括 し、吸収するための開門であった。

③ この半世紀間に発生 した旧社会主義国の行詰まりをどう評価す

るのか、中国の経験 とどう向 き合うのか。

20世 紀の前半、1917年 のロシア革命 とソ連建国は植民地民族解放

運動の歴史に大 きな影響を及ぼした。朝鮮では近代史上最大の3・1

反 日独立運動(1919年3月)が 全国を席捲 し、その後の民族運動は

これを受け継いで展開した。中国では5・4運 動が広が り中国共産党

が創建された。第2次 大戦後、社会主義国は10数 か国に広がった。

大戦後、植民地か ら独立した新生諸国か らNICSが 台頭 したのに比

べ、 ソ連の旧来型社会主義体制の老朽化 と停滞、疲弊は目立ち、ま

すます深刻化 した。 ソ連は社会主義先進国への急進的改革を試みた

が結局挫折 した。ソ連は崩壊 してCISと なった。

社会主義国中国では、建国50年 間の前半30年 間に大躍進運動 と文

化大革命などの政治的混乱期があったが、 これを収束 した後、後半

の20年 間(1978年 以降)は 「実事求是」によって漸進的改革 ・開放

政策が成功 した。この20年 間の改革開放政策によって中国は人類の

英知が積み上げた共同財産を積極的に吸収 し(外 資導入による技術

と経営のノウハウ吸収 と競争原理の導入)、 その結果、短期間にその

面貌を一新 して世界 を驚かせたのである。
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こうした中国の成功 とソ連 ・ロシアの混乱をどう評価するのか。

多くの社会主義国は ドイツやチェコスロバキヤを除けば発展途上

国から出発 している。彼 らは資本主義の植民地支配に反対 して闘っ

たが、独立後の課題は発展途上国から中進国への経済的発展である。

社会主義的経済計画の考えは初期の段階では有効であったが、競争

原理の導入と外資導入、市場の確保で社会主義諸国は市場経済諸国

に対抗で きなかった。中国は外資 と競争原理を導入 して、「社会主

義市場経済」の道を開拓 して歴史的な成功 を実現 した。いま朝鮮 は

こうした中国とどう向き合 うのかが問われている。中国には広大な

国土 と多様な民族、先進地域か ら後進地域にいたるまで各段階各分

野の経験:、様々な産業 ・経済分野、私営 ・国営企業、合弁企業の経

験がある。社会主義国として朝鮮の先行国であり、学ぶべ き多 くの

経験をもっている。

④ 日本の経験 とどう向 き合 うのか。敗戦後の日本は平和国家、民

主主義国家 として再建 し、廃墟 となった経済は短期間に復興 した。

そしてその後 も経済の高成長を続けて、最先進国となった。

植民地 をもたないで日本は国内で農地改革 と土地基盤の造成、米

価政策などによって食料 自給の基盤 を築いた。また工業では貿易立

国、技術立国、科学立国によって戦後経済の発展 と最先進国への道

を開拓 した。そ して東西冷戦時代の隙間をぬ うようにアジア諸国の

雁行的発展の道を切 り拓 き、その先頭に立ってきた。客観的にみて

大戦後の日本は時代を先取 りした平和憲法だけでなく、平和的経済

発展政策の開拓者 として評価 され、研究されるべ きであろう。とく

に平和共存の時代的環境のなかで、中進国への壁、先進国への壁を

乗 り超えるためには、大戦後の日本研究はその発展途上国支援経験:

をふ くめて重要である。こうした日本に朝鮮はどう向き合うのか。

(3)朝 鮮半島第3の 国際化(開 国)時 代(南 北 トップ会談以降、21

世紀の時代)

① 南北 トップ会談の評価 と展望
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南北 トップ会談 と共同宣言によって朝鮮半島では20世 紀の戦争 と

対決の時代に終止符 をうち、21世 紀のこの国のかたちを造るうえで

一定の合意を見た。北が構想 している連邦制の低い段 階と南が構想

する国家連合には共通点があることが会談で確認 された。共存 と相

互協力の新 しい時代の始 まりである。これはベ トナム型の武力統一

ではなく、また ドイツ型の吸収統一で もない、相互協力 と創造の新

しい統一時代の開幕であると考える。

大戦後、社会主義国 としての道を歩んできた朝鮮が今、参考 とな

るモデルや経験を探せ ば、第1に ソ連 ・ロシアでは急進的な改革の

道によって政治的経済的に混乱してきたが、 これではない。

第2に ドイツでは、西 ドイツが東 ドイツを吸収、統合 したが多 く

の問題点 を残 している上、膨大な資金がかかってお り、これではな

い。1990年 の統一後今 日まで旧東独への政府投資は1兆 マルクをこ

え、さらに政府は2005年 か ら15年間に3060億 マルク(約17兆 円)の

追加投資を決めている(8)。

朝鮮半島では北 は南 に吸収、統合 されることを望 まないだろう。

ドイツと朝鮮半島では国の発展段階と分断と戦争など歴史的な条件

が違い、韓国は西 ドイツのように吸収、統合するような経済力がな

い。朝鮮半島では平和 共存しながら、自らの問題を自らが 自主的に

解決 しなが ら、分断50年 の傷痕を癒 していかねばな らないだろう。

こうした過程が各界各層で認識 されるならば、中国型の上か らの指

導による漸進的な道がモデルや経験 として参考になる。中国が香港

や台湾の個性を生か しなが ら、そこか ら学んで変化、発展 して きた

ように、南北朝鮮 も自ら南北の格差を縮めてい く道の開拓 と創造が

必要である。 この道はまた大戦後、東アジアの国々がNICSを 先頭に

歩んで きた相互依存時代の国造 りの道である。

② 対決の最前線であった朝鮮半島での画期的な転換 と今後の展開

は、北東アジアの平和 と交流だけでなく、共通の課題である21世 紀

の新 しいアジア時代の構築、北東アジア経済圏の形成 を促進す る。

この地域の人々が共通の21世 紀構築のために、共に働 き、共に汗を流
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す過程は、それが ワール ドカップであっても、軍事境界線での地雷

撤去や枕木を敷設す るボランティア労働であって も、はげ山の1本

の植樹であっても、気持のよい汗であ り、相互の信頼関係を構築す

る汗である。

私たちはこうした21世 紀 に生 きている。研究者 も専門家 も新 しい

時代に相応しい画期的な研究と政策立案、国際的経験や実務能力が

求め られている。 この過程はアジア唯一の先進国である日本に在住

する朝鮮人 ・韓国人研究者、専門家たちの活動空問が広がる過程で

あ り、彼 らの能力の発揮 とその歴史的役割が注 目される。

③ 朝鮮民主主義人民共和国、南北 トップ会談以後の五つの課題

南北 トップ会談成功 の歴史的状況をうけて、朝鮮が当面している

課題を整理 して見通 しを若干考察してみたい。課題はその内容か ら

みてつぎの五つに要約できる。

i軍 事問題、核兵器、 ミサイル、大量殺人兵器などの規制、軍縮、

安全保障の確立など

ii

111

1V

V

外交問題、アメリカ、日本などとの国交樹立

経済問題、国際開発銀行への加入、農業、工業の再建、債務の

返済 ・信頼性の回復、先進的技術 ・経営の導入、市場経済の習

熟、競争原理の導入など

市場経済に呑み込 まれないで経済 を管理運営 し、発展 させ られ

る人材の育成、技術者の育成、教育文化の国際化

急速に変化す る内外情勢の中で政治の指導力堅持 と厚い指導層

の育成、民衆の判断力の向上

このうちi.�ﾌ軍事問題、外交問題は トップの決断と担当幹部たち

の外国との交渉で解決できる問題である。だがその内容は今後の国

のかたちを決めるに際 して出発点 となる問題 を多 く含むだけに、極

めて重要である。

iii.iv.Vの課題は トップの決断があっても限 られたエ リー トたちだ

けでは解決で きない問題である。これはこの国の主体を構成する各

界の知識人や勤労者が参加 して行われる課題であ り、社会的構造が
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歴史的に変化、発展する問題である。それだけに全国的な厚い指導

層の形成 と意志の統一、民衆の理解と支持が求め られる。また政策

の進展には歳月が必要である。そしてその間、対外的には平和 な環

境の維持 と対内的には政治の安定維持が大きな前提条件となる。だ

が これは容易な課題ではない。 しかしどの国で もこれまでそうした

歴史的課題を遂行 してきた し、今 日で も遂行 しつつある。

進行過程の大 きな見取 り図はなにか。 どれ くらいの年月が必要か。

北東アジア地域の先行諸国の経験を見てみよう。

まず社会主義 国中国の事例 をみると、ニクソン米大統領の訪中

(1972年)、 日本 との国交樹立(1972年)、 米国との国交樹立(1979年)

をへて、中国は国内を調整 し、改革と開放に向かっている(1978年

12月)。 その第1歩 は農村での生産責任制の実施や私営小企業、委託

加工 を行い、さらに合弁企業で市場経済の経験 を積み、競争経済に

必要な制度を導入、整備 してきた。今日では大型国有企業の改造に

乗 りだし、世界経済大競争時代のなかでWTOに 参加する段階であ り、

世界 はその未来に期待 している。

これまで20年 余 りの間に中国はその面貌を一・新 して世界を驚か し

たが、21世 紀の中頃には建国100周 年を迎える。中国はその頃、社会

主義 中進国になることを目標にしている。世界ではこれまでの経済

成長の実績か ら 「21世紀はアジアの世紀」 と言われている。中国が

経済、政治の両分野で台頭 し、「米欧中が世界の3大 パ ワーになる」

と考えている人々が世界では増加 している。

こうした中国は朝鮮にとっては力強い経験の宝庫である。 しかし

中国 と朝鮮は社会主義国であ り、分断国家であるが、大 きな違いが

一つある。それは13億 人の大陸を2000万 人規模の台湾が吸収統合す

ることはできないことである。 しかし朝鮮半島では韓国の人口は朝

鮮(北)の2倍 であるし、人口1人 当 りのGNPは 韓国が朝鮮の12倍

を超 える。東西 ドイツの場合、人口は西 ドイツが東 ドイツの4培 、

人口1人 当 りの所得格差は統合当時東 ドイツは西 ドイツの6割 であ

った。朝鮮はつねに吸収統合の危惧を抱えての国造 りである。
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つ ぎに韓国の事例である。韓国が本格的な経済開発に取 り組んだ

のは朴政権成立後である(1961年)。 日本と国交を樹立して(1965

年)、 韓国の経済は離陸に成功 し、その後、高い経済成長を続けて

きた。そして権力掌握後30年 の歳月をかけて社会構成が変化 し、文

民政権が登場 し、定着 している(1992年 〉。

日本は明治維新が成功 して定着するのに20年 かかった。大戦後、

平和国家、民主主義国家として再生 し、経済が戦前水準に回復する

のに10年 かか り、その後 も高成長を続けて最先進国になった。

独立後、社会主義経済を建設 した朝鮮が今 日、全世界を支配 して

いる市場経済に慣れ、その大浪に呑み込まれないで国土 と経済を管

理 ・運営 し、成長 を保障するノウハウと構造 を築 くには、先行する

諸国の経験か ら見て1世 代はかかる長期的で歴史的な大事業であ

る。それだけではない。朝鮮(北)は 平和 国家と民主主義国家とし

て成長する課題をもっている。いわば朝鮮 は今、日本が明治維新で

解決 した近代化の課題 と戦後、平和国家、民主国家として再生 した

ような2大 課題に直面 しているといえるだろう。

南北 トップ会談後の朝鮮が取 り組む五つの課題はまさに真剣5番

勝負である。 しか しそれは新 しい時代的環境のなかでの新 しい創造

の過程である(金 大中氏は4度 死線 をの りこえている)。7500万 の

民族的な支持を受け、周辺諸国の理解 と支援 を受け、新 しい時代的

理念を掲げて、献身的に努力するならば、指導者層 と各界の知識人

と民衆が一体 となって粉骨砕身するな らば、紆余曲折はあっても1

歩1歩 、道は切 り拓かれ、前進するであろう。 しか しテンポが遅 く、

周辺諸国の展開(速 度と内容の質)に ついて行けなければ、ギャッ

プはさらに拡大 し、朝鮮王朝末期や大戦後のヨーロッパの東 ドイツ

のように、周辺の大状況に呑み込 まれる危険性がでて くる。 したが

って今後、朝鮮がかかげる理念 と政策構想、展開する変革の速度 と

実践の内実がつねに問われて くるし、人々の注 目を集めるだろう。

新 しい時代の新 しい イメージはなにか。それは150年 間、苦難の

日々を助 け合い励 まし合ってきた同胞がオリンピックのマラソン競
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技場で、世界のメデ ィアの注視を浴びなが らメダルを争 うような情

景でなかろうか。 また政治の枠や歴史の しがらみを一挙に乗 り超え

て進む日韓共催ワール ドカップの盛 り上がる波涛のようなものでは

なかろうか。新 しい時代の新 しい創造という競争は見守る人々を興

奮させ、旧来のしが らみを乗 り超える巨大な民衆 と民族のエネルギ
ーを生みだすのではなかろうか。

第2章 世界のなかで朝鮮(北)を 考える

近代以降この150年 間に、世界では多 くの国々の興亡と盛衰があっ

た。20世 紀には2度 にわたって世界大戦が発生 したが、その後ほと

ん どの植民地は独立 を達成 した。そしてこの50年 間、新生諸国の国

造 りは様々な多様性 と格差 を示 した。また大戦後半世紀間に及んだ

東西冷戦が終わり、社会主義諸国は何度か興亡 と盛衰の分岐点をた

どった。20世 紀が終わ り、21世 紀の展望が姿を現 しつつあるなかで、

これ ら諸国の興亡、盛衰が残 した教訓はなにか。

前章ではこの教訓を求めて時代区分を行い、経験、教訓を考察 し

た。本章ではこうした国家の興亡、盛衰の経験:の中に、今 日の朝鮮

を置 き考察 したい。以下の文章は朝鮮本国で使用 している理念や用

語を念頭にしてまとめている。 ここでは論旨を要約した。

(1)朝 鮮の現状 と課題

① 朝鮮の国造 りの過程 と課題の回顧

朝鮮民主主義人民共和国は、暗黒の植民地か ら立ち上がって、民

主主義的改革と社会主義改造をへて、社会主義社会 を建設 した国で

ある。朝鮮民衆が共和国の旗の下に切 り拓いた国造 り(革 命 と建設)

の過程は、第1に 自主 ・自立の国家建設であ り、第2に 植民地の世

紀的立ち遅れを克服する過程であ り、第3に 社会主義の建設過程で

あった。共和国の課題は、先進諸国の発展 した政治、経済、文化水

準に追い付 くことであ り、さらにはそれをの り超えるもの としての社
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会主義の未来を切 り拓 くことであった。

この要約を日本的な広い視野で理解するには、つ ぎの諸点を補足

しなければならないだろう。

第1に 植民地時代の朝鮮の民族独立運動家の多 くは近代以前の伝

統的社会の知識人たちか、その影響下に育った農村社会出身の人々

である。彼 らには当時のソ連についての情報や見聞が十分あったわ

けではな く、マルクスや レーニンの著作 を理解 した上での独立運動

ではさらにない。

彼 らが、社会主義に希望を託したのは、資本主義諸国が後発諸国

を植民地にしたからであり、 また労働者 ・農民の国ソ連が建国され

(1917年)、 民族独立運動 を支持 したからである。朝鮮で3・1独 立運

動が全国を揺るがして発生 した(1919年)の は、こうした想い と日

本支配下の10年 の苦難の体験が結合したか らである。

第2に 第2次 大戦後、38度 線の北はソ連の占領下にはいった。そ

の後今 日までの半世紀間の分断と戦争、冷戦下の紆余曲折をへ、他

国の経験 を見聞した後、解ってきたことは、民族の自主独立ととも

に社会主義の理想は人類が残 した、経済的技術的遺産を消化 し、受

け継がねば実現できないことである。

これに対 し日本など資本主義諸国の社会主義思想は基本的に近代

化された後の経験をふまえ、資本主義の矛盾を解決しようとして生

まれ成長 したものであ り、大戦後は後進国か ら出発したソ連社会主

義の実情や世界各国の情報をふまえたものである。

② 冷戦時代か ら冷戦後時代への移行

共和国の建設過程はこれまで半世紀問、東西冷戦の最前線で民族

の分断、朝鮮戦争、停戦後 も続 く戦時体制下で進められた。 したが

って冷戦時代 に建設 された共和国の社会は、政治、軍事、イデオロ

ギー、産業、経済、教育、文化から対外 関係に至るまで、冷戦時代

(南北対決時代)に 構築 されたものである。だが今 日では世界的に

冷戦時代は終わ り、朝鮮半島で も分断と対決時代から平和共存 と相

互協力の時代に入っている。冷戦後時代はすでに述べたように共存
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と世界的な経済大競争の時代である。東西対決の時代は過去となり、

共存 と交流、世界大競争のなかで、先進国、中進国、後発国それぞ

れが生活水準、産業 ・経済、文化、政治の向上 を目指し改革 してい

る時代である。世界各国との共存 と交流、競争のなかで、共和国 も

またその理念だけでな く、人々の具体的な生活内容の向上が切実に

問われている。

③ 新 しい時代の新 しい要求

冷戦後時代は東西のイデオロギーや体制の対決ではな く、先進国

と中進国、発展途上国がそれぞれの差を縮めることが課題となって

いる時代であるが、 こうした時代的趨勢が変化 した背景には、つぎ

の大 きな二つの歴史的変化があった。

まず先進資本主義諸国は、国外では植民地の独立によって、国内

では国民の社会的構成の変化によって、その内容は大きく変貌 した。

すなわち今 日、植民地は地球上か ら姿を消 し、新生独立諸国は自ら

の国家と経済の建設によって、前途を切 り拓 く時代 となった。また

先進資本主義国では大衆参加の民主主義が保障されている社会であ

り、国民は貧 しさを基本的に克服した都市中間層、知識人層が大半

を占めている社会である。

このことによって従来の社会主義の支持基盤であった植民地と先

進国の労働運動の基盤が変化 した。また旧社会主義諸国で民衆 は経

済生活水準で、 さらに民主主義 と情報化水準で、より豊かな生活を

求めるようになり、これは社会発展の大きな推進力になった。しか

し旧来の社会主義体制ではこうした時代的要求に対処できなかった。

社会主義先進国である東 ドイツが西 ドイツに吸収統合 された経験 は

このことを示 している。 こうして世界 は発展途上 国、中進国、先進

国の区別な く、政治力の確保 と経済的、文化的な発展 を図ることが

時代的な社会的趨勢となってきたのである。

(2)朝 鮮(北)の 選択肢の考察

① 東アジアでの冷戦の解凍 と朝鮮
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ニクソン米大統領の訪中と毛沢東との会見(1972年2月)で 、東

アジアの冷戦の解凍は始 まった。朝鮮の冷戦後時代への対応は、政

治的には7・4南 北共同声明の発表(1972年7月)、 南北双方の国連

への同時加盟(1991年9月)、 南北首相会談での和解 と不可侵、交

流、非核化の合意文書の発表(1991年12月)で あった。経済的には

合弁企業法の公布(1984年9月)、 羅津先鋒に自由経済貿易地帯の

設置決定(1991年12月)で あった。

しか しこれらはいずれ も外 交や対外経済関係 を中心に した もの

で、経済管理の実務的改善や科学技術政策の強化、消費生活の向上

など、いわばかつての社会主義先進国であった東独型の経済発展 を

目指した ものである。それに中国の対外経済事業分野の経験を加え

たもので、既存の社会主義政治経済体制 を改革しようとするもので

はない。だが これで冷戦後時代の世界経済大競争に対処で きるかど

うかは別問題である。すでに東独が西独 との経済競争に敗れて吸収、

統合された教訓がある。 また南北朝鮮間の経済格差は1960年 代の初

めは北が優位であったが、それが逆転 し、以後ギ ャップは広が り続

けてお り、現在は人口1人 当 りのGNPで12倍 を超えている。いま朝

鮮に問われているのは、吸収統合の危惧 を乗 り超える本格的な競争

体制の導入を見据えて改革を行うか どうかであろう。

② 朝鮮の選択肢

世界現代史のなかに置いてみた朝鮮の前途には、客観的にみて次

のような選択肢がある。経済政策を中心に要約 してみよう。

il960年 代、70年 代の経済路線 を基本的に継続する道である。だが

誰もこれで状況の激変に対応で きるとは考えていない。その後、政

策上の変化もあった。

ii対 外経済政策である貿易事業の強化 と合弁企業、経済特区の設

置によって、市場経済が産み出した先進的な技術 と経営 ・経済を学

ぶ道である。これは朝鮮が市場経済に習熟する過程であるが、まだ

十分な成果を上げているとはいえず、多 くの課題をもっている。

iii中 国の面貌 を一新 した経済改革 と対外開放の経験 に学び、創造
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的に発展 させ る道である。 この場合、中国 との研究交流によって、

双方の共通点 と差異点を明確 にすると共に、さらに韓国、 日本、ロ

シア、アメリカを含めた国際的交流によって、北東アジアの経済発

展の観点での交流が重要である。

ivま た直接投資の導入では、外国に頼るよ りまず、韓国と在外同

胞の資金導入を図 り、事業経営を成功 させる事が重要である。中国

の成功 には対中国投資の過半 を受け持った華僑 ・華 人たちの活躍 と

成功があ り、それが外国人の投資を呼び寄せたのである。

vこ れまでの考察か らいえることは、たんに対外 的な経済交流政策

としてだけでなく、東西 ドイツ問および南北朝鮮間の経済格差の形

成原因について、経済的な根本原理 と政策の分析が必要 なことであ

る。これな しには東 ドイツ消失の教訓を生かし、韓国への吸収統合

の危惧をな くする根本政策をたてる事 はで きないだろう。結局これ

は原理的に強い競争力があ り、た くましい経済体制 を国内で構築す

るのかどうかの問題であるといえよう。

社会主義国で社会主義の理念 とそれを実現するために競争原理を

ブレン ドした場合の絶大な効果はスポーツの世界で劇的に示 されて

いる。オリンピック競技でソ連が金 メダルを独占 してきたことやソ

ウル ・オリンピックで人口1600万 の東 ドイツが人口2億5000万 のア

メ リカよ り多 くの金 メダルを獲得 したことが、それ を示 している

(表1参 照)。

社会主義の理念を実現 しようと苦闘してきた中国が改革 ・開放政

策によってその面貌 を一新 して きたことは、経済分野で競争原理の

導入、社会主義市場経済導入の道を切 り拓いたものだといえよう。

朝鮮 はどうすべ きか。 どのような選択肢 を選び、政策を展開する

にして も、まず先行すべ き重要課題は、冷戦時代の思考から脱皮 し

た客観的な事実認識(実 事求是)と 政策研究である。これまで150年

間の考察でみたように経済発展には世界に共通した経済論理がある。

それを吸収するためにはまず国内経済の正確な調査をはじめ、韓国、

中国、 日本、ロシア、ベ トナム、 シンガポール、その他世界の経済、
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経営管理、技術の現状認識 と比較研究が必要である。すでに朝鮮で

は進められているが、これなしには、吸収統合の危機を克服する政

策の創造はあ りえない。また国内経済を正確 に把握 した信頼するに

たる統計資料や調査報告、法制実施状況資料なしには、外 国資金の

本格的な動員はありえない。

こうしたことは結 局、政策決定過程 を脱冷戦化、科学化、近代

化 ・透明化することである。自らの克服すべ き弱点を含めた客観的

事実のあるが ままの調査 と研究(最 初は代表的なモデルだけでもよ

い)、実務 に精通 した自国幹部(経 済幹部、企業経営幹部、技術幹

部、研究者)に よる政策集団の形成 と先発諸国 との経済交流機構の

成立がこれに含まれる。

(3)客 観的現実認識の重要性

本節では政策研究、立案の出発点である客観的現実研究の事例と

して、南北朝鮮の経済力の推移、経済力の逆転 とその背景、現在の

経済危機を考察する。

① 南北経済力の逆転

第2次 大戦後の半世紀間の南北朝鮮の経済力 と人口1人 当りの主

要物資生産量の推移を比較 してみると、70年 代後半以降大 きな変化

があった。南北経済力の量的比較に際して注意すべ き点は、統計の

信頼性の問題 とともに、量では計れない質的な差の問題である。本

稿で量的な比較 を検討する目的は、とりあえず南北格差逆転の事実

を確認 し、その原因を探ることにある。

i独 立前の南北経済比較(表2参 照)

独立前の調査によると、地下資源埋蔵量の分布では、38度 線以北

が以南を圧倒 している。工業総生産額では南北には大きな差はなか

ったが、重工業では以北が、機械工業と軽工業では以南が圧倒 して

いる。人ロ1人 当りの鉱工業生産額では以北が以南 を圧倒 している。

農業分野では、水田面積 と米生産高で以南が以北を圧倒 している。

iil960年 の南北経済比較(表3参 照)
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南北当局の統計を比較 してみると、1960年 の時点でも電力、鉄鋼、

セメン ト、化学肥料などの主要工業生産品の総生産量 と人口1人 当

りの生産量で、軍事境界線以北は以南を圧倒 している。人口1人 当

りの以北の社会総生産額(GVSP、 貿易実勢 レー ト換算)は177ド ル

で以南の国民総生産(GNP)94.4ド ルより高い。

iii1999年 の南北経済比較(表4参 照)

1999年 の主要穀物、鉄鋼、自動車の生産高、総輸出額 を比べてみ

ると、各品 目は総量でも、人口1人 当 りの生産力で も南 は北を圧倒

している。たとえば韓国では農家人口421万 人で食糧を自給 している

が、朝鮮では農家人口810万 人が働いているが、食糧危機は続いてい

る。また南北間の人口1人 当 りの国民所得の格差は12倍 に達 してい

る。

統計数字の比較に際しては、概念上の違い、集計方法の違い、 ド

ル換算方法の違い、南北の物価体系の違いなどに立ち入 って南北当

局間の一層の検討が必要である。 しかし大局的な流れは明確に示 さ

れているし、南北の格差は逆転 した後、継続 して拡大 して きたこと

が解る。それは工業製品の生産量の違いだけではない。製品の質を

みても朝鮮の輸出品は1次 産品や重厚長大時代のそれが大半を占め

ているのに対 し、韓国はハイテク関連製品が進出している(表5参 照)。

② 経済力逆転の背景(表5、 表8参 照)

以上の ような南北経済力の逆転をもたらした要因はなにか。韓国

の経済成長の要因について日本で一般的に言われていることは、第

1に 政権の強い開発意欲 と指導力、第2に 国民の勤勉 さ、第3に 優

れた官僚 と企業家の存在、第4に 日、米などか らの外資 と技術の導

入、第5に 韓国製品を吸収する米国、日本の市場の存在などが上げ

られる。

南北を比較検討 していて注 目されるのは、第1に 朝鮮は自立的民

族経済 と自力更生路線 を掲 げていて貿易依存度 は小 さく80年 代 は

20%台 であった。韓 国は貿易立国、外資導入、輸出主導型経済路線

で高成長 し貿易依存度は60%前 後 と高 く、現在で も50%台 である。
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第2に 企業単位でみても韓国は政府の支援 とともに内外の市場経済

の激烈な競争の中で鍛えられ、成長 したが、朝鮮 は経済効率や経費

を考えず 自立経済 と社会主義経済 を建設 し、軍事負担 も韓国のそれ

より大 きかった。第3に 韓国はオイルショック当時、科学技術の発

展によって、重厚長大産業時代から省資源、ハイテク産業時代へ脱

皮する契機をつかんでいる。だが朝鮮では外延的成長政策に限界が

きて、成長率が落ち、設備投資が立ち遅れ老朽化 しても、内包的、

集約的発展に成功できず(表5輸 出品目構成南北比較、表8朝 鮮工

業生産の成長率低下参照)、 政治的スローガンを掲げて解決 しよう

とした。技術的な問題や科学的な問題はそれぞれの分野の問題に則

して、科学 ・技術的に解決 されねばならないが、新生独立諸国や発

展途上諸国ではやは り先進国か ら技術や経営方法を輸入 しなが ら、

キャッチアップするのがよい。これなしには異文化や先進国との世

界経済大競争での結果は明白であ り、南北の50年 間におよぶ競争が

それを物語っている。

③1990年 以降の激変、北の経済危機の進行(表6、 表7参 照)

1989年 は歴史の転換点であった。米ソ首脳は東西冷戦の終結を宣

言 した。

韓国はこれに先だって大統領直接選挙 を宣言 し(1987年)、 ソウ

ル ・オリンピック(1988年)に は中ソなど社会主義諸国が参加 し、

韓国はソ連(1990年)、 中国(1992年)と 国交 を樹立 した。南北は

国連に加盟 し(1991年9月)、 南北首相会談で和解 と不可侵、非核化

の合意文書 を発表 した(1991年12月)。 しかし朝鮮 と米国、日本 と

の国交樹立はこの時期に実現せず挫折 している。この背景を認識す

べ きである。

国際情勢が急展 開するなかで朝鮮の落伍 とその時代認識が問われ

ているなかで、市場経済の波涛は押 し寄せ、1991年 には 「社会主義

市場が消失 した」(朝 鮮側の表現)と いう朝鮮の足下での大 きな地

崩れ現象が発生 した。ソ連 と中国は朝鮮 との貿易取引をハー ドカレ

ンシーに切 り替えたのである。
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このためソ連を中心に社会主義国との貿易比重 を高めていた朝鮮

の貿易は大打撃 をうけた。た とえばソ連からの輸入 は16 .7億 ドル

(1990年)か ら1.9億 ドル(1991年)、5700万 ドル(1994年)へ 激減 し

た(表7朝 鮮 と主要貿易国間の輸出入額激減参照)。朝鮮側は外貨不

足のため設備や部品、重油などを輸入で きず、国内生産は電力不足、

部品不足のため稼働率は激減 したのである(表6朝 鮮産業の生産高

激減参照)。朝鮮の製品は一般的に品質や価格面で世界市場で取引さ

れない ものが多 く、 このため輸出額も激減 した(表7参 照)。 これま

で看板にしてきた 「自立的民族経済」の地力が発揮 されたのではな

く、 自立的民族経済を事実上支えていた社会主義市場が消失 して、

その看板が崩れ落ちたのであ り、朝鮮経済のマイナス成長が10年 間

続 く惨状 となった。朝鮮人民 は食料危機 と経済危機のダブル危機の

中に投げ出されたのである。

韓国企業の技術水準や経営 を分析 し、今 日まで指導 してきた韓国

産業銀行は数年に一度分厚い報告書 『韓国の産業』を発行 して きた。

同銀行は1988年 以降の南北間の経済交流の実績をふまえて朝鮮産業

の現状を分析 し、『北韓の産業』を発行 した(630ペ ージ)。そこでは

つ ぎのように述べている。「北韓経済は3難(外 貨難、食糧難、物品

難)、3低(国 際競争力低下、勤労意欲低下、技術水準低下)、3悪

(製品粗悪、生活環境劣悪、機械設備落伍)現 状が悪循環 を繰 り返し

ているまま継続沈滞 している」。「北韓の産業は全般的に投資財源不

足、機械設備老朽化、技術水準落伍、電力不足、原資材不足、軍需

工業優先支援による民間部門投資低調 と勤労者に対するインセンチ

ブ不足等のほか、各業種別に も各々の問題点を多 く内包 している状

況で、工場稼働率は20～30%水 準 と推定される」(9>。

朝鮮ではこうした企業幹部の説明を聞 くことはまだできない。数

年前ウラジオス トク近辺の工場 を訪問したが、そこでは幹部が操短

状況を説明し、日本資本の進出を訴えていた。

朝鮮経済には抜本的な対策が必要である。教訓はなにか。どのよ

うな国で も国造 りの過程で様々な困難に直面 し、 これに打ち勝 って
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発展 して きてい るし、今 日で も各国 はそれぞれ大 きな変革 を行 って

い る。朝鮮 の場 合な によ りもまず、 自らの現状 を客観 的に しっか り

認識 す ることか ら始めなければ な らないだろう。

(4)外 部世界の朝鮮評価 ・カン トリー リスク調査表の検討

これまで客観的な認識の重要性を見てきた。本節はその理解を深

める一環 として、外部世界のビジネス専門家たちは朝鮮 をどう見て

いるのか を見たい。 日々が戦場である彼 らビジネス戦士たちが見立

てた診断書は、多数の患者を診察 し、治療 してきた名医たちの診断

書と同様、本人が自覚 していない症状 を含めて患者の体内機能 の状

況を確認できる。またそれによって今後対処すべ き処方箋 も見えて

くる。

① カントリー リスク評価 にみる投融資対象 としての朝鮮像(表9、

表10参 照)

カントリーリスク調査はヨーロッパやアメリカで従来か ら行われ

て きた。大戦後 日本経済を復興、発展 させ、世界各地に進出してい

る世界第2の 先進国、日本の金融界、経済界の視点は欧米のそれ と

同様、冷静で客観的である。「格付け投資情報センター」の調査結

果(年2回 実施)に 依拠 して朝鮮の問題点を見てみよう。

i調 査の定義、調査の主体、調査方法

カン トリー リスクをどう定義 しているのか。それは 『海外投融資

や貿易に関して、相手国の政策変更、政治 ・社会 ・経済環境の変化

により債務の返済、投資の回収が不能になるような危険』だと定義

している。

調査を行 う主体は銀行、商社、事業会社、研究機関など多数の専

門家集団で、各国に精通 した専 門家の判断を基準にし、客観的根拠

によって全項目にわたり、評価、記入する。

調査方法はリスクの発生あるいはその予知のためのアンテナとし

て具体的な16項 目にわたっている(表9参 照)。 さらに各項 目には

それぞれの評価の根拠 となる細 目調査がある。たとえば政権の安定

66



性 は6項 目、 産業の成熟 度5項 目、成長 のポテ ンシ ャル8項 目、国

際 的信 頼度6項 目、対外 支払能 力5項 目であ る(具 体 的 な内容 は後

述)。 評点 は10点 満点 で最低 が2点 、A=9～10、B=7～8.9、C=5～6.9、

D=3～49、E=2～2.9の5ラ ンクに識別 される。

ii時 期別 にみた朝鮮 評価 の特徴

朝鮮 問題 について重 要な変化 があ った時期 の前後 の評点 は どう変

化 してい るのか。 まず朝鮮 側が朝 米韓 の3者 会談 を提 案 し、 また画

期 的 とみ られた合 弁企業法 を公布 した1994年 前後期 の評価 はどうか。

当時 これ らの報道 は中国 に続 く改革、 開放 の第一歩 か と人々 は関心

をよせ た。 しか し調査 結果 をみる と、市場 の評価 は16項 目とも期待

に反 してあま り変化 していないのである(表9参 照)。

つ ぎに世界的に米 ソ首脳間で冷戦 の終結が宣言 され(1989年)、 朝

鮮 と韓 国が国連に同時加盟 し、南北首相会談が和解、 不可侵、交流、

非核 で合意 し、豆満江 流域の羅 津先鋒地域 が経済特 区 に指 定 され る

な ど、期待が ふ くらんでい た1991年 前 後は どうか。 この時期 の市場

の評価 は16項 目とも大 きな変化 はしてい ない。

さらに20世 紀末の2000年 には南北 トップ会談が 開かれ、世 界 の耳

目が注視 し、南北共 同宣言 は各 国首脳 に支持 され、人々 は感動 した。

この時期前 後の評価 は どうか 。 この時期 には前述 の二つ の時期 に比

べつ ぎの2項 目で1ラ ンク上 が る変化 がみ られ た。 一・つ 目は政権 の

安 定性 が好 転 して、 評点 は2点 台 、E極 め て不安 定か ら4点 台、D安

定 に欠 ける面があ る に1ラ ンク上が った。二つ 目は戦争 の危険性が

減 少 して、評点 は2点 台、E一 触即 発の状態か ら4点 台、D危 険な兆

候 があ るに1ラ ンク上が った。 しか しこの2項 目もそれぞ れ1984年

前 後 の ラ ンク6点 台(政 権 の安 定性、Cほ どほ どで あ る、戦 争 の危

険性 、Cか すか な兆候があ るが、 まあないだろ う)ま で回復 していな

いO

iii調 査項 目別 にみ た朝鮮の評価 内容(2001年1月 調査、表10参 照)

つ ぎに経 済 的調査 項 目のなか に立 入 り、若 干 の項 目を取 り上 げ、

評価 の内容 をみてみ よう。
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債務返 済、投資 の回収 が不能 になる ような リス クの程度 を示 して

い る総合評価 をみる と、 朝鮮 の評点は最低 の2.0、E大 いに不 安があ

るラ ンクであ る。 過去一度 も最低 ランクか ら脱 出 してい ない。ち な

み にモ ンゴル2.8、 キューバ2.4も 最低 ランクである。ア ジア各国の総

合 評価 は、 シ ンガ ポール9.9、A全 く心 配ない。 台湾8.2、 韓 国7.3、

Bま ず心 配はない。旧社 会主義諸国 をみ るとチ ェコ7.8、 ハ ンガ リー

7.3、Bま ず心 配は ない。 ポー ラ ン ド6.9、中国6.2、C不 安 要素 はあ

るが、 まあ大丈 夫。ベ トナム4.4、 ロ シア3.1、D不 安 が ある となっ

ている。

産業 の成熟度の 内容 は5項 目調査 され る(a技 術水準 、工業技術

の集約 、b産 業構造 の高度化、c鉱 工 業、農業の生 産性 、d消 費需

要 の多 様化、拡大 のテ ンポ、e社 会 資本の整備等、 産業立地条件)。

朝鮮 の評点 は2.4、E全 く未成熟 であ る。韓 国8.0、 台湾7.9、B比 較:的

成熟 している。 ポー ラン ド6.8、中国5.3、Cほ どほ どである。 ロシア

4.8、ベ トナム4.1、 キューバ3.9、Dや や未成熟であ る。

成長の ポテ ンシャルの内容 は8項 目調査 される(a生 産 、消費の

拡 大テ ンポ ・市場規模、b労 働力 の質的水準、c教 育 ・技術の進歩、

d輸 出市場開拓能力、国際競争 力、e資 源エ ネルギー供給 の安定性、

f政 府 の適正 な産 業政 策お よび金融 支援 政策、gイ ンフ ラス トラク

チ ャー の 整備 、h経 営者 の質)。 朝鮮 の評点 は3.2、 キ ュ ーバ4.0、

Dや や乏 しい。中国8.0、 台湾7.5、B恵 まれ てい る。 ポー ラン ド6.9、

ロシア6.5、 ベ トナム6.5、 韓国6.4、Cほ どほ どであ る。

デー タ公表 の内容 は3項 目調 査 され る(a当 該 国の国際機 関に対

す る公表 デー タの多 さ、bデ ー タ公表 の速 さ、cデ ー タの信頼性)。

朝鮮 の評点 は2.1、 キ ューバ2.3、Eほ とん ど公開 されず、 されて も信

頼 で きない。韓 国7.6、Bか な り速 く、豊富 で、信 頼性 もあ る。中国

4.6、 ベ トナ ム4.0、 ロシア4.0、D公 表が遅いか、不十分で、信頼性 に

問題があ る、であ る。

国際 的信頼度(国 際協 調、国際 的契約遵守の姿勢)の 内容 は6項

目調査 され る(a政 治体 制 ・軍政 ・独 裁 ・大国 の傀儡 、b自 由主義
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経済 を容認 しうる体 制 、c国 際的契約、 条約 を遵守 す る国民性 、d

官僚 機構 の末端に至 る まで の行政機構 等 の効率性 、継続性 、e過 去

に国有化、収 用、没収 、債務 不履行 の経験 、f地 域 同盟、多 国間条

約 に加 盟す るなど国際協調 の姿勢)。 朝鮮 の評点 は2.3、 キューバ2.6、

E全 く信頼 で きない。台湾8.8、 韓 国7.1、 ポー ラ ン ド7.1、B高 い。中

国6.8、Cほ どほ ど。ベ トナ ム4.9、 ロシア3.9、D信 頼 に欠 ける面 が

あ る と区分 されている。

国際収支構 造の内 容は6項 目調査 され る(a貿 易構 造、b貿 易収

支 、貿易外収 支 を含 めた経常 収支構造 、c直 接投 資、 証券投資 を含

めた資本 収 支構 造、d輸 出商 品の多様化 、成 長性 、eエ ネルギ ー、

食糧 の外 国依 存 と輸 入の圧縮 可能性、f世 界経済 に対 す る競争力 ・

交易 条件等)。 朝鮮 の 評点 は2.0、 キ ュー一バ2.6、E極 めて不調 で不安

が大 きい。台湾7.9、 韓 国7.5、B良 好、ほぼ不安 ない。ポー ラン ド6.5、

中国5.6、Cほ どほ ど。 ベ トナム4.2、 ロシア3.0、D不 安があ る と区

分 されている。

対 外支払 能力 は5細 目調 査対象 である(a債 務残 高 の規模、債務

構造 、b外 貨準備高 の水準 、c国 際金融市 場の当該 国に対 する態度、

世 銀、IMFと の関係 、d対 外 債務 の管理能力 、e外 貨獲 得、輸 入代

替 を可 能 にす る資源 の保有 と開発 能力)。 評点 は朝鮮2.0、 キ ューバ

2.6、E極 めて不調で不安 が大 きい。台湾9.3、A極 め て良好、 不安 な

い。韓国7.2、B良 好、 ほぼ不 安ない。 中国6.7、ポー ラン ド6.5、Cほ ど

ほ ど。ベ トナ ム4.0、ロシア3.0、D不 安があ ると区分 されているuo)。

② 民衆の対応、政府 の政策 、北東 アジアの展望

い くつかの事例 を検討 したが市場 経済へ の対 応 は大 変 な事業 であ

る ことが解 る。

社 会主義 国朝鮮 の民衆 が市場経 済 に対応す る こ とは、 これ までの

伝 統 的 な生活慣 習 とは違 う、異 文化 を受 け入 れ るこ とで ある。明治

維新 当時 の 日本の民 衆が黒船 で受 けた衝撃 を想起 させ るものがあ る。

しか し異文化 であ り馴染 み のない新 しい文化 であ って も、飢 餓や貧

困 に苦 しむ今 日の民 衆 に とって、 それ は貧 し さか らの解放 で あ り、
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生活の安定と向上に結び付いている。いわば鼓腹撃壌の状況である。

政府の上からの指導がよければ積極的に対応できるだろう。

政府は歴史的な転換期にどう取 り組むのか。その責任は重い。だ

が政府の政策が拙速に走れば、 ソ連 ・ロシアなどのように混乱を引

き起こすだろう。だからといって主観的な努力や部分的な改革、開

放だけでは、これ までみて きたように、状況はほとんど変わ らない

し、外資は本格的に動かない。市場経済諸国や旧社会主義諸国を問

わず、大胆に改革、開放を行って成功 している先行諸国とのギャッ

プは拡大する。

どうすべ きか。第1章 で南北 トップ会談後の五つの課題を考察し

た。第1段 階 としては何 よりも核兵器や ミサイル、軍縮、安全保障

問題などの解決と平和共存体制の確立およびアメリカ、日本 との国

交正常化問題の早急な解決が提起 されている。これは朝鮮半島の21

世紀の国造 りにとっての重要問題であるだけでなく、21世 紀の東ア

ジアの構想 と関連する大 きな問題である。それはまた朝鮮の経済問

題に本格的に取 り組む環境を造成する。

第2段 階は安定 した国際環境の下で21世 紀の朝鮮半島と北東アジ

アを展望 しなが ら、朝鮮が経済改革と開放政策をどう構想 し、 どう

取 り組むかが問題 となる。その遂行には市場経済に習熟 し、社会構

造が変化するだけで1世 代以上の年数が必要である。

いま求め られているのは、21世 紀のこの国のかたちと朝鮮半島の

かたちの雄大な構想と政策研究である。

結びにかえて

朝鮮民族史はこれまで三つの歴史的状況によって苦難の道を歩ん ・

できた。一一一つは近代国家の形成が挫折する苦難の過程である。二つ

目は植民地か ら解放 されて50年 間、東西冷戦に振 り回された 日々で

ある。三つ目は近代以前の民族史を含めて地政学的に大陸国家 と海

洋国家のせめぎあいの場となって きた歴史の日々である。
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この苦難の日々のなかで朝鮮民族は独立のために闘い、朝鮮文化

を守 って生 きてきた。そ して第2次 大戦後は今 日に至るまで世界の

抑圧 された人々と共に独立運動 と新生独立諸国の自主、 自立の時代

を生 きてきた。そして2000年6月 、南北 トップ会談が開かれ共同宣

言が発表された。これは朝鮮半島の民族叙事詩、近代以降150年 間の

序幕が終わ り、21世紀の開幕を知 らせる鐘の音であった。

今日、21世 紀の新 しい状況のなかで、朝鮮民族 は統一 されたこの

国のかたちを築こうとしている。新 しい状況は三つある。一つは東

西冷戦後時代、共存時代の有利な国際環境の展開である。これを生

かして周辺諸国をは じめ世界 との交流、協力を築 くことである。

二つ 目の状況は、 これ まで朝鮮半島の統一問題は様々な障害で立

ち遅れたが、南北 トップ会談の合意によって国造 りは新 しい次元に

入 った。 これまでの立ち遅れた環境は今や後発国の有利性となって

私たちに示されている。先行諸国の経験に学んで、いかに発展させ、

何 を創造するのかである。

三つ 目の新 しい状況は、これ まで大陸国家 と海洋国家のせめぎあ

いのなかで苦難の日々を歩んで きたが、21世 紀のアジアはかつての

「停滞のアジア」ではない。アジアの活力ある経済が世界をリー ドす

る、 まさに 「発展するアジアの世紀」である。地の利、時の利に恵

まれた朝鮮半島は、大陸国家中国と海洋国家 日本か ら学び、新 しい

国造 りと創造がで きる時代なのである。

問題はこれら三つの新 しい環境をいかに生かすかにある。朝鮮民

族はこれまで歴史か ら何を学び、これから歴史に何 を残そうとして

いるのか。これが問われる時代になった。世界に散 らばる500万 人を

含め当事者7500万 人の雄大な構想 と結集、英知の積み上げは、この

国の民族史に刻 まれた人々の、この時代、この国への要請である。

21世 紀はまた共通の東アジアと世界 を築く過程 を共有する時代で

ある。公私を問わない関係諸国の専門家たち、ボランティアの様 々

な交流が期待される。

71



表11988年 ソウル オ リンピック金 メダル獲得 数(参 加 国 ・地域数

160、15位 まで表記)

金 銀 銅 金 銀 銅 金 銀 銅
ソ 連 553146 ハンガリー 1166 中 国 51112

東ドイツ 373530 ブルガリア 101213 英 国 5109

米 国 363127 ルーマニア 7116 ケ ニ ア 522

韓 国 121011 フランス 646 日 本 437

西ドイツ 111415 イタリア 644 豪 州 365

出所 日本オ リンピック委員会監修 『近代オ リンピック100年 の 歩み』

1994年7月 刊

表2独 立前の南北経済分布

北 朝 鮮 南 朝 鮮 合 計

地下資源 金銀鉱 72.7% 27.3% 100.0%

鉄 鉱 99.9 0.1 100.0

黒 鉛 71.0 29.0 100.0

無煙炭 97.7 2.3 100.0

工業生産 化学工業 82 18 5.0億 円

金属工業 90 10 1.4

機械工業 28 72 0.5

小 計 79 21 6.9

紡績工業 、15 85 2.0

窯 業 79 21 0.4

食品工業 35 65 3.3

その他 28 72 5.7

小 計 30 70 8.0

工業生産総計 53 47 15.0

電 力 86 14 146万KW

耕地面積 水 田 39万ha 126万ha 165万ha

畑 147 97 244

合 計 186 223 409

穀物生産 米 25% 75% 2153万 石

麦 類 24 76 1250

雑 穀 78 22 794

豆 類 60 40 522

合 計 38 62 4719

注 地下資源は独立前調査、工業生産額1940年 、 耕地面積北朝鮮1946年 、 南朝

鮮1945年12月 、 穀物生産高1934～38年 平均

出所 朝鮮銀行 『朝鮮経済年報』1948年 版
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表3南 北経済比較(1960年)

朝 鮮 韓 国

電 力 91.4億KWH 19.3万KW

鉄 鋼 64.1万t 鉄 鋼1.3万t鋼 塊50.万t

セ メント 223.5万t 43.1万t

化学肥料 56.1万t 90.6万t(輸 入 高)

織 物 2.3億m 1.6億 ㎡

穀 物 380万t(粗 穀) 499万t(精 穀)

水産物 83万t(63年 目標) 35.7万t

人 口 1079万 人 2499万 人

貿 易 3.2億 ドル 3.7億 ドル

人口1人 当りGNP 177ドル(GVSP) 94.4ド ル(GNP)

出所 外国文出版社 『朝鮮民主主義人民共和国 国民経済統計集』

韓国銀行 『経済統計年報』

表4南 北経済比較(1999年)

朝 鮮 韓 国

人 口 万人 2.208 4.686

農家人口 万人 810 421

GNI億 ドル 158 4.021

人口1人 当GNIド ル 714 8.581

穀 物 生産量 コメ 万トン 163 526

トウモロコシ 万トン 192 7.9

経 済 成長率(90?99平 均)%
一2
.8 6.2

軍事 費(1994年)億 ドル 57 126

軍事費/GNP(1994年)% 27.3 3.3

産業構造 農林水比重% 31.4 5.0

製鋼 万トン 124 4.104

自動車生産 万台 0.73 284

貿易額 輸出 億ドル 5 1.437

輸入 億ドル 9 1.198

南北交易 億ドル 3.3

外債 億ドル 123183(純 外債)

出所 韓国 ・統計廰 『南北韓経済社会相比較2000.3』
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表5輸 出品 目構成南北比較(1987年)

朝 鮮 韓 国

農水産物 14.8% 5.0%

鉱産物 22.9 2.2

工業製品計 62.2 92.8

化学 1.8 2.8

繊維 16.1 24.5

金属 28.0 8.8

機械 10.4 35.8

其他 5.9 20.9

総計 100.0 100.0

総計金額 12.0億 ドル 472.5億 ドル

注 輸出品分類は大分類で統一

出所 韓国 ・産業研究院 『南北韓経済交流促進のための中長期

発展計画案』1989年4月 刊P.112

表6朝 鮮産業の生産高激減

90年 生 産高 98年生産高 指数98/90

石 炭

鉄鉱石

化学肥料

製 鋼

織 物

3.315万 トン

843

119

336

2000万 ㎡

1.860万 トン

289

53

94

1100万 ㎡

56

34

44

28

55

89年稼働率 96年稼働率

製 鋼

機械(自動車)
セメント

化学肥料

織 物

57.5%

45.5

43.3

47.2

31.3

20.2%

25.6

31.5

27.2

22.4

出所 韓 国 ・統計廰r南 北韓経済社会相比較2000.12』
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表7朝 鮮 と主要貿易国間の輸出入額激減

(単位 、億ドル)

1988年 1990年 1991年 1992年 1994年

輸出合計 17.06 18.47 9.45 10.66 10.27

ソ連 ・ロシア 8.07 9.52 1.73 0.71 0.40

中 国 2.12 1.18 0.78 1.40 1.81

日 本 2.93 2.71 2.50 2.31 2.93

韓 国 0 all 0.96 1.48 1.60

その他先進国 o.gi 0.97 1.10 1.60 1.22

その他途上国 3.13 3.99 2.37 3.16 2.31

1988年 1990年 1991年 1992年 1994年

輸入合計 31.55 28.56 16.44 16.39 12.73

ソ連 ・ロシア 19.22 16.69 1.94 2.64 0.57

中 国 3.80 3.98 5.77 5.94 4.67

日 本 2.63 1.94 2.46 2.46 1.88

韓 国 0 o.ol 0.06 0.12 0.20

その他先進国 2.04 2.80 2.48 1.90 1.95

その他途上国 3.86 3.14 3.73 3.34 3.47

注 その他先進国は21か 国、その他途上国は53か 国

ソ連 ・ロシア、韓国、94年 の 中国、日本 は各国政府統計か ら輸送費、保険料

を10%と 仮定 して調整。

出所JETRO、 林 一信、小牧輝夫編 『苦難の行進 ・金正 日時代の政治経済展望』

P.31ア ジ ア経済研究所1997年1月 刊

表8朝 鮮工業生産の成長率低下

期 間 年平均成長率

朝鮮戦争前 1947-49年 49.9%

戦後復旧3か年計画 1954-56年 41.7

5か年計画 1957-60年 36.6

7か年計画 1961-70年 12.8

6か年計画 1971-76年 16.3

第2次7か年計画 1978-84年 12.4

第3次7か年計画 1987-93年 5.6

出所 朝鮮政府発表 『朝鮮中央年鑑』各年版
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表9朝 鮮の カ ン トリー リスク評価推移(1983年1月 、2001年1月)

調査年月 83.186.190.193.199.700.701.1

1総 合評価

2内 乱・暴動・革命の危険

3政 権の安定性

4政 策の継続性

5産 業の成熟度

6経 済活動のゆがみ

7財 政政策の有効性

8金 融政策の有効性

9成 長のポテンシャル

10データの公表

11戦 争の危険

12国 際的信頼度

13国 際収支構造

14対 外支払能力

15外 資政策

16為 替政策

2.02.2

7.17.5

6.57.1

6.85.8

4.84.3

4.73.7

4.74.0

4.54.0

5.84.9

6.56.5

3.82.9

3.02.5

2.52.3

2.22.7

4.23.5

2.12.22.02.0

5.14.32.13.2

5.04.32.44.0

4.33.22.42.8

3.62.82ユ2.0

2.92.22つ2.1

3.02.22.02.1

2.92.22.02.0

3.63.52.63.6

2.02.3

6.15.82.94.0

2.12.02.02.1

2.12.02.02.0

2.22.02.02.0

2.12.22.02.0

2.42.52.02.0

2.0

3.6

4.3

2.8

2.4

2.1

2.1

2.0

3.2

2.1

4.4

2.3

2.0

2.0

2.0

2.0

注 カ ン トリーリス ク表は海外投融資や貿易で相手国の債務の返済、投資の回

収が不可能 になるリスクの採点表で、採 点は多数の専門家集団が記入 して

いる。

10点 満点で最低2点 、ABCDEの 五つのランクに分別 される。

出所 『R&1カ ン トリーリスク調査 』各号 日本格付け投資情報センター刊
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表10各 国の カン トリー リス ク評価(2001年1月)

国 名 朝鮮 中国 越南 韓国 台湾 ロシア ポーランド キューバ
1総 合評価 2.0 6.2 4.4 7.3 8.2 3.1 6.9 2.4

2内 乱 ・暴 動 ・ 3.6 6.6 7.9 7.9 8.1 5.5 8.4 5.6

革命の危険

3政 権の安定性 4.3 7.5 7.4 7.2 7.1 6.1 5.9 5.3

4政 策の継続性 2.8 6.7 6.1 7.3 7.3 4.9 7.3 4.0

5産 業の成熟度 2.4 5.3 4.1 S.0 7.9 4.8 6.8 3.9

6経 済活動のゆがみ 2.1 4.8 4.2 6.8 7.9 2.9 6.1 2.9

7財 政政策の有効性 2.1 6.2 4.6 7.5 7.8 3.5 5.9 2.7

8金 融政策の有効性 2.0 5.8 4ユ 7ユ 7.6 3.4 6.8 2.7

9成 長のポテンシャル 3.2 8.0 6.5 6.4 7.5 6.5 6.9 4.0

10デ ータの公表 2.1 4.6 4.0 7.6 8.0 4.0 6.4 2.3

11戦 争 の危険 4.4 6.6 7.9 5.8 6.4 6.4 8.4 5.9

12国 際的信頼度 2.3 5.6 4.9 7.5 7.9 3.9 7.ユ 2.6

13国 際収支構造 2.0 6.8 4.2 7.1 8.8 4.0 5.8 2.7

14対 外支払能力 2.0 6.7 4.0 7.2 9.3 3.0 6.5 2.6

15外 資政策 2.0 5.5 4.2 7.3 8.0 3.6 7.0 3.1

16為 替政策 2つ 5.1 4.1 6.5 7.4 3.1 5.8 2.6

出所 『R&1カ ン トリーリスク調査2001一 春 号』日本格付け投資情報センター

2001年3月 刊PP.26～46
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